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 退職手当制度について  

 

 

１．退職手当について 

 

（１）高知県市町村総合事務組合退職手当条例の目的（条例第 1条） 

この条例は、高知県市町村総合事務組合規約（平成 17 年高知県指令 16 高市振第 1983 号）第

３条第１項第１号に掲げる事務を共同処理する団体（以下「構成団体」という。）の職員の退職

手当に関する事項を定めることを目的とする。 

 

 

（２）退職手当の支給（条例第 2条） 

この条例の規定による退職手当は、常時勤務に服することを要するものが退職した場合に、そ

の者（死亡による退職の場合には、その遺族）に支給する。 

 

 

（３）退職手当の支払い（条例第 2条の 3） 

退職手当は、職員が退職した日から起算して１月以内に支払わなければならない。ただし、死

亡により退職した者に対する退職手当の支給を受けるべき者を確知することができない場合そ

の他特別の事情がある場合は、この限りでない。 

 

 

（４）退職手当条例上の退職手当の分類 

 

                               

                    特別職の手当  
                               (条例第 3条の２) 

 一般の退職手当 ― 

     （条例第 2条の 4）    ※一般職の退職手当 

                      退職手当の基本額 ＋  退職手当の調整額  

退職手当―             (条例第 3条～第 5条)    （条例第 6条の 4）  

 

            特別の退職手当 ――- 予告を受けない退職者の退職手当  
（条例第 11条） 

                

      失業者の退職手当  
（条例第 12条） 

                

上記のうち、「一般の退職手当」が通常称されているところの「退職手当」である。 
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1 香南市 29 香南香美衛生組合

2 香美市 30 高吾北広域町村事務組合

3 東洋町 31 香南斎場組合

4 奈半利町 32 香南香美老人ホーム組合

5 田野町 33 日高村佐川町学校組合

6 安田町 34 幡多広域市町村圏事務組合

7 北川村 35 高幡消防組合

8 馬路村 36 津野山養護老人ホーム組合

9 芸西村 37 高陵特別養護老人ホーム組合

10 本山町 38 安芸広域市町村圏特別養護老人ホーム組合

11 本山町立国保嶺北中央病院 39 高幡東部清掃組合

12 大豊町 40 仁淀消防組合

13 土佐町 41 幡多中央消防組合

14 大川村 42 嶺北広域行政事務組合

15 いの町 43 高幡広域市町村圏事務組合

16 いの町立国民健康保険仁淀病院 44 高幡広域市町村圏事務組合（租税徴収）

17 仁淀川町 45 安芸広域市町村圏事務組合

18 中土佐町 46 安芸広域市町村圏事務組合（租税債権）

19 佐川町 47 中芸広域連合

20 佐川町立高北国民健康保険病院 48 高知県市町村総合事務組合

21 越知町

22 梼原町

23 日高村

24 津野町

25 四万十町

26 大月町

27 三原村

28 黒潮町

退職手当事務 構成団体一覧 
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２．「一般職」の退職手当について 

 

（１）一般職とは（条例第 2条） 

 

職員の分類は、退職手当条例上、下の図のとおりとなっており、退職手当支給の対象となる

「一般職」は、★マークの適用対象職員となる。 

適用条文 対象職員 

★第 2 条第１項 

・正規職員 

・任期付職員 

・臨時的任用職員（地公法第 22 条の 3 第 4 項） 

★第 2 条第 2 項 

（附則 17 項） 

第１項以外のうち以下の要件を見当たす者 

（地公法第 22 条の 2 第１項第 2 号） 

フルタイム会計年度任用職員 

①「職員みなし日数」以上勤務（※1） 

②勤務期間が引き続いて 6 ヶ月超（※2） 

― 

上記以外 

・特別職非常勤職員（地公法第 3 条第 3 項第 3 号及び第 3 号の 2） 

・定年前再任用短時間職員 

・暫定再任用職員（フルタイム・短時間） 

・パートタイム会計年度任用職員（地公法第 22 条の 2 第 1 項第 1 号） 

（※1）「職員みなし日数」とは  

⇒原則として、「職員について定められている勤務時間以上勤務した日が 18 日」であるが、 

1 月間の日数（団体が休日として条例で規定する日の日数は、算入しない。）が 20 日に 

満たない日数の場合にあっては、18 日から 20 日と当該日数との差に相当する日数を減じた

日数 

 

（※2）第 2 条第 2 項では、「勤務した月が引き続いて 12 月を超えるに至るまでの間」とあります

が、会計年度任用職員については、附則で「12 月」を「6 月」に読み替える規定があります。 
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（２）退職手当の算定について（条例第２条の４） 

  退職手当は下記の算定方法にて得られた額となる。 

 

 

（３）給料月額（条例第 3条） 

算定基礎となる給料月額は、「退職の日」における給料表の額 

①諸手当は含まない。 

②給料の減額が行われている場合において、職員の減額後の給料月額が減額前の給料月額

に達しない場合に、経過措置としてその差額に相当する額（現給補償額）を支給するこ

とがあるが、このような差額（現給補償額）は算定の給料月額に含まない。 

③給与カットしている場合は、カット前の額。 

④給料の調整額（職務の複雑、困難等で他の職に比して著しく特殊な職に対し、その特殊性

に基づき、給料月額に定めることができる調整額） は含む。 

⑤給与改定が退職の日に遡及適用となった場合、算定給料月額は改定後の額。 

⑥定年延長にかかる 7 割措置の対象となる職員は、給料表の額の 7 割の額。 

⑦上記 7 割措置の対象職員で、「管理監督職勤務上限年齢調整額」がある場合は、当該調整

額を含む額。 

 

 

  

退職手当 =  

 基本額 （退職日の給料月額×退職事由・勤続年数別支給率）＋  調整額  
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（４）退職事由（条例第３条～５条） 

 

条文 退 職 事 由 

第３条 

① 勤続期間にかかわらず全ての自己都合 

② 勤続期間にかかわらず全ての公務外傷病（通勤（災害）による傷病を除く）） 

③ 勤続期間にかかわらず地公法第 28 条第 1～第 3 号までの規定による分限

免職（勤務実績、心身の故障、職に必要な適格性を欠く等） 

④ 11 年未満勤続 公務外死亡、通勤（災害）による傷病 

⑤ 11 年未満勤続 定年・勧奨・任期終了 

⑥ 11 年未満勤続 その者の事情によらないで引き続いて勤続することを困

難とする理由により退職した者 

第４条 

① 11 年以上 25 年未満勤続 定年・勧奨・任期終了 

② 11 年以上 25 年未満勤続 その者の事情によらないで引き続いて勤続する

ことを困難とする理由により退職した者 

③ 11 年以上 25 年未満勤続 公務外死亡（通勤による死亡を含む） 

④ 11 年以上 25 年未満勤続 通勤による傷病 

⑤ 25 年未満勤続 勤務公署の移転 

第５条 

① 25 年以上勤続 定年・勧奨・任期終了 

② 勤続期間にかかわらず定数の改廃、予算の減少による廃職・組織の改廃（地

公法第 28 条第 4 号）による分限免職（整理退職） 

③ 勤続期間にかかわらず全ての公務上傷病又は死亡退職 

④ 25 年以上勤続 その者の事情によらないで引き続いて勤続することを困難

とする理由により退職した者 

⑤ 25 年以上勤続 勤務公署の移転 

    ※「その者の事情によらないで引き続いて勤続することを困難とする理由により退職した者」

とは、退職手当法施行令第 3 条及び第 4 条に規定される者であり、任期の終了による退職、

定年の定めのない職の事務の都合による退職、競争の導入による公共サービスの改革に関す

る法律に基づく特定退職など。 
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（５）勤続期間（条例第７条） 

 

① 退職手当の算定の基礎となる勤続期間の計算は、職員としての引き続いた在職期間による 

 

    ≪一般職員（会計年度任用職員を除く）≫ 

・職員となった日の属する月から退職した日の属する月まで（第 2 項） 

      ・他の地方公務員等として通算された在職期間を含む。（第 6 項） 

     ・在職期間に 1 年未満の端数がある場合、その端数は切捨てる。（第 9 項） 

     ・在職期間が 6 月以上１年未満の場合は、1 年とする。（第 11 項） 

 

 ≪会計年度任用職員≫ 

・「職員みなし日数」以上ある月が引き続いて 6 月を超えており、かつ「職員みなし日数」

以上ある月が引き続いている期間。 

※6 月を超えるに至った日以後、「職員みなし日数」を満たさない月があれば、その

月は職員とみなされないことから、当該月の前月末日をもって「自己都合退職」扱

いとし、退職手当を支給することとなる。 

     ・支給額の算定 

      （ア）在職期間が 6 月超 12 月以下の場合 

        常勤職員と同様の算定による額の 2 分の 1 の額（条例第 4 条及び第 5 条の適用を

除く（公務・通勤上の傷病及び死亡退職の場合を除く））。 

      （イ）在職期間が 12 月超の場合 

        常勤職員と同様の算定による額（条例第 4 条及び第 5 条の適用を除く（公務・通

勤上の傷病及び死亡退職の場合を除く））。 

 

 

 

 

 

 

 

  

「職員みなし日数」に含まれる日（原則） 「職員みなし日数」に含まれない日（原則） 

・通常勤務日 

・休職期間 

・停職期間 

・育児休業期間 

・育児短時間勤務日 

・休暇 

・土曜日（週休日） 

・日曜日（週休日） 

・祝日（休日） 

・12 月 29 日から１月 3 日まで（休日） 
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就職日     4 月 1 日 

勤続期間開始日 6 月 1 日 

就職日     4 月 1 日 

勤続期間開始日 4 月 1 日 

―会計年度任用職員の就・退職日の取扱い― 

 

 

◆ 就職日と勤続開始日の関係 

 

[例 1] 4 月１日（月の初日）就職の場合 

 

▲10/1 以降、「４月 1 日就職」で報告ください。 

 

 

[例 2] 4 月 5 日（月途中）就職の場合（4 月の勤務日数が「職員みなし日数」以上） 

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

▲10/1 以降、「４月５日就職」で報告ください。 

 

 

[例 3] 4 月 10 日（月途中）就職の場合（4 月の勤務日数が「職員みなし日数」未満） 

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 

× ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

▲実際の就職月(4 月)                  ▲11/1 以降、「5 月１日就職」で報告ください。 

      ▲職員とみなされる勤続期間開始月（5 月） 

 

 

[例 4] 4 月１日（月の初日）就職の場合（5 月の勤務日数が「職員みなし日数」未満） 

 

                                ▲ 

12/1 以降、「6 月１日就職」で報告ください。 

 

  

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 

○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

就職日     4 月５日 

勤続期間開始日 4 月 5 日 

就職日     4 月 10 日 

勤続期間開始日 5 月 1 日 

○は「職員みなし日数」以上勤務の月 

×は「職員みなし日数」未満勤務の月 
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 ◆ 退職日と勤続期間の終了 

   

※退職日 

実際の退職日、あるいは月に「職員みなし日数」以上勤務しないことが客観的に明らかにな

った日（勤務日数が「職員みなし日数」に満たないことが確定した日） 

 

[例 1] 10 月 3１日（月の末日）退職の場合 

・・・ 9月 10月 

・・・ ○ ○ 

▲「10 月 31 日退職」で報告ください。 

 

 

[例 2] 10 月 5 日（月の途中）退職の場合 

・・・ 9月 10月 

・・・ ○ × 

▲「9 月 30 日退職」で報告ください。 

 

 

[例 3] 10 月 25 日（月の途中）退職の場合（10 月の勤務日数が「職員みなし日数」以上） 

・・・ 9月 10月 

・・・ ○ ○ 

▲「10 月 25 日退職」で報告ください。 

 

 

 [例 4] 10 月 3１日（月の末日）退職の場合（10 月の勤務日数が「職員みなし日数」未満） 

    ※土日祝を含めて「職員みなし日数」未満であることが確定した日が 10 月 25 日とする。 

・・・ 9月 10月 

・・・ ○ × 

▲「9 月 30 日退職」で報告ください。 

※備考欄に 10 月の勤務が「職員みなし日数」に満たない旨を書き添えてください。 

 

 

退職日      10 月 31 日 

勤続期間終了日  10 月 31 日 

退職日      10 月 5 日 

勤続期間終了日  9 月 30 日 

退職日      10 月 25 日 

勤続期間終了日  10 月 25 日 

退職日      10 月 25 日 

勤続期間終了日   9 月 30 日 

○は「職員みなし日数」以上勤務の月 

×は「職員みなし日数」未満勤務の月 
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勤続期間の通算について 

 

◆職員が退職後、１日も空けずに通算規程のある団体に就職した場合には、在職期間が通算される（退

職手当は支給されない）。（条例第 7 条） 

例１：高知県□□市役所 退職 ⇒ 高知県〇〇町役場 就職 

  例２：▲▲省 退職 ⇒ 高知県〇〇町役場 就職 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆ただし下記の条件の場合は、通算しない。（条例第 7 条第 4 項） ※身分が変わるとき 

・一般職の職員が引き続き構成団体の特別職等となったとき。 

・構成団体の特別職等が引き続き一般職の職員となったとき。 

・構成団体の特別職等が引き続き公選又は任命されたとき。 

例：高知県〇〇町役場 一般職 退職 ⇒ 高知県〇〇町役場 副町長 就職 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆ただし下記の条件の場合は、通算する。（条例第 20 条） 

・県職員等が、特別職等の職員に任命された場合は、身分が変わるが退職手当は支給されず、勤続

期間は通算される。 

例：高知県◇◇課 一般職 退職 ⇒ 高知県〇〇町役場 副町長 就職 

 

（勤続期間の計算） 

第７条 退職手当の算定の基礎となる勤続期間の計算は、職員としての引き続いた在職期間による。 

２ 前項の規定による在職期間の計算は、職員となった日の属する月から退職した日の属する月までの月数に

よる。ただし、第３条の２第３項の規定に係る退職手当の場合は、48 月を限度とする。 

３ 職員が退職した場合（第 12 条第１項各号のいずれかに該当する場合を除く。）において、その者が退職の

日又はその翌日に再び職員となったときは、前２項の規定による在職期間の計算については、引き続いて在職

したものとみなす。 

略 

（職員が退職した後に引き続き職員となった場合等における退職手当の不支給） 

第 19 条 職員が退職した場合（略）において、その者が退職の日又はその翌日に再び職員となったときは、こ

の条例の規定による退職手当は、支給しない。ただし、第７条第４項各号に該当する場合は、この限りでな

い。 

（職員以外の地方公務員等から引き続いて特別職等の職員に選任又は任命された職員に係る退職手当の特例） 

第 20 条 職員以外の地方公務員等から引き続いて特別職等の職員に選任又は任命された職員については、前条

第１項ただし書の規定は適用しない。 

第７条 略 

４ 職員が次の各号のいずれかに該当するときは、前各項の規定にかかわらず、前後の職員としての勤続期間

は通算しないものとする。 

(１) 一般職の職員が引き続き構成団体の特別職等となったとき。 

(２) 構成団体の特別職等が引き続き一般職の職員となったとき。 

(３) 構成団体の特別職等が引き続き公選又は任命されたとき。 
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正規職員と会計年度任用職員の勤続期間の通算について 

 

◆ 通算される事例 

[例 1] フルタイム会計年度任用職員が 6 ヶ月を超える前に正規職員になる場合 

⇒会計年度任用職員と正規職員の期間が 6 ヶ月を超える場合は、勤続期間を 

通算する。（条例第 7 条の 2）  

※この事例の場合のみ、6 ヶ月を超えた時点で「勤続期間通算申請書」を提出してください。 
        R4/4/1               R4/7/31   R4/8/1                          R5/3/31 
 

 

 
                    4ヶ月                8ヶ月 

                                      

 [例 2] Ａ町ﾌﾙﾀｲﾑ会計年度任用職員がＡ町ﾌﾙﾀｲﾑ会計年度任用職員に再度任用となる場合  

 ⇒任命権者が同じため、通算する。 

         R3/4/1                R4/3/31  R4/4/1              R5/3/31 
 

 

 

 

◆ 通算されない事例 

[例 3] 正規職員がフルタイム会計年度任用職員になる場合 

    ⇒通算しない。フルタイム会計年度任用職員となった時点では、職員と 

     みなす要件を満たしていない。 

         R3/4/1                 R4/7/31  R4/8/1    
 

 

          ※正規職員を退職した時点で退職手当が支払われます。 
   

 

[例 4] Ａ市フルタイム会計年度任用職員がＢ町フルタイム会計年度任用職員となる場合 

 ⇒通算しない。B 町のフルタイム会計年度任用職員となった時点では、職員と 

     みなす要件を満たしていない。 

         R3/4/1                R4/3/31  R4/4/1              R5/3/31 

 

 

 

 [例 5] ﾌﾙﾀｲﾑ会計年度任用職員が正規職員になるが、6 ヶ月を超えないで退職する場合 

    ⇒通算して 6 ヶ月を超えない場合は、通算しない。 

         R3/4/1                 R4/7/31  R4/8/1          R4/9/30 
 

   

    

             ※いずれの職を退職した時点でも退職手当が支払われません。 

Ａ町役場 会計年度任用職員 Ａ町役場 正規職員 

Ａ町役場 正規職員 Ａ町役場 会計年度任用職員 

Ａ市役所 会計年度任用職員 Ｂ町役場 会計年度任用職員 

Ａ町役場 会計年度任用職員 Ａ町役場 正規職員 

４ヶ月 2ヶ月 

Ａ町役場 会計年度任用職員 Ａ町役場 会計年度任用職員 
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② 休職、停職、育児休業等の期間（条例第７条第５項） 

次に掲げる期間が１月以上あったとき、それぞれに定める月数を当該在職期間から除算

する。 

      

       

      

       

      

       

      

       

     

 

 

 

 

 

 

 

 
           

例）Ｒ5 年 5 月 15 日～Ｒ6 年 3 月 10 日の休業 

 

     〇病気休職等 

 

     〇育児休 

 

 

 

 

 

 

２分の１の期間を除算 

＊休職  ＊停職  ＊自己啓発等休業（公務の能率的な運営に資するもの） 

＊育児休業期間のうち、当該育児休業に係る子が１歳に達した日の属する月までの 

期間を除く期間（=１歳の誕生日の翌月以降の休業期間） 

３分の１の期間を除算 

＊育児休業のうち、当該育児休業に係る子が１歳に達した日の属する月までの期間 

＊育児短時間勤務のある期間（通常勤務の日のある月を除く） 

全期間を除算 

＊配偶者同行休業 

＊自己啓発等休業（公務の能率的な運営に資すると認められないもの） 

＊地方公務員法第 55 条の２第１項ただし書きの規定による職員団体の在職専従期間 

除算されない休職 

＊公務災害、通勤災害による休職 

・R5 年 6 月～R6 年 2 月（9 月） 

・9 月の 2 分の１＝4.5 月⇒5 月 

 

               ５月除算 

・R5 年 6 月～R5 年 12 月（7 月） 

・7 月の 3 分の１＝2.33…月⇒3 月 

 

・R６年１月～R６年２月（２月） 

・２月の２分の１＝１月 

         合計 ４月除算 

復職

R6.2.28

1 2 3

R5.5.15 R6.3.10

7 8 9 10 11 125 6

R5.6.1

休職期間

除算期間（２分の１）

復職

R5.12.10

１歳の誕生日

11 12 1 2 3

R5.6.1 R6.2.28

R5.5.15 R6.3.10

5 6 7 8 9 10

休職期間

除算期間（３分の１） ２分の１
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（６）支給率について 
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（７）調整額区分（条例第６条の４） 

 

在職期間の各月ごとに、当該各月にその者が属していた職員の区分（第 1 号～第８号区分）

に応じて定める額のうち、その額が多いものから６０月分を合計した額を退職手当の調整額と

して退職手当の基本額に加算する。 

（算定対象となるのは、平成 8 年 4 月 1 日以降の期間） 

 

    調整額の区分表 

職員の区分 調整月額 

第 １ 号 65,000 円 

第 ２ 号 59,550 円 

第 ３ 号 54,150 円 

第 ４ 号 43,350 円 

第 ５ 号 32,500 円 

第 ６ 号 27,100 円 

第 ７ 号 21,700 円 

第 ８ 号  0 

 

 

①  調整額の制限について（第 4 項） 

 

    ≪調整額が２分の１となる場合≫ 

       ・勤続期間が 1 年以上 4 年以下の退職者（自己都合除く） 

・勤続期間 10 年以上 24 年以下の自己都合退職者 

 

≪調整額が０となる場合≫ 

    ・退職手当の基本額が支給されない者 

    ・自己都合退職者で、勤続期間が 9 年以下の者 
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②  調整額算定期間からの除算する期間について 

 

 算定対象から除算するおよび休職等の理由は次のとおり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２分の１の期間を除算 

＊休職   

＊停職   

＊自己啓発等休業（公務の能率的な運営に資するもの） 

＊育児休業期間のうち、当該育児休業に係る子が１歳に達した日の属する月 

までの期間を除く期間（=１歳の誕生日の翌月以降の休業期間） 

３分の１の期間を除算 

＊育児休業のうち、当該育児休業に係る子が１歳に達した日の属する月までの 

 期間 

＊育児短時間勤務のある期間（通常勤務の日のある月を除く） 

全期間を除算 

＊配偶者同行休業 

＊自己啓発等休業（公務の能率的な運営に資すると認められないもの） 

＊地方公務員法第 55 条の２第１項ただし書きの規定による職員団体の在職 

専従期間 

除算されない休職 

＊公務災害、通勤災害による休職 
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（８）退職手当の基本額算定における特例（ピーク時特例）について（条例第 5条の 2） 

 

  職員が在職期間中に、給与改定以外の理由（降格、給料表間の異動等）で給料月額が

下がる場合に、特定減額前給料月額（当該理由により下がる前の給料月額で最も多いも

の）が、退職日給料月額よりも多いとき、退職手当の基本額は以下の方法により計算し

た額の合計額となる。 

 

  

退職手当の基本額の計算 

（特定減額前給料月額（Ａ）×減額日前日までの勤続期間に応じた支給率（ア）） 

 ＋退職日給料月額（Ｂ）×（退職日までの勤続期間に応じた支給率（イ） 

－減額日前日までの勤続期間に応じた支給率（ア）） 

　　↓退職（20XX.3 .31）

　　 ↑特定日　（20XX.4.1）
　　 　

給料月額

特
定
減
額
前
給
料
月
額

（
Ａ
）

退
職
日
給
料
月
額

（
Ｂ
）

（ア）

（イ）

俸給減額（給与改定以外）
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（９）定年延長に伴う退職手当の支給について 

 

① 退職手当の算定方法 

 ・定年前の退職を選択した職員が不利にならないよう、当分の間、60 歳に達した日

以後に、非違によることなく退職した者（勤続 11 年以上）の退職手当の基本額は、

「定年退職」として算定される。 

 

   ・60 歳に達した日後の最初の４月１日から７割水準の給料月額となる場合も管理監

督職勤務上限年齢による降任等により給料月額が減額される場合も、「ピーク時特

例」が適用される。 

 

※ピーク時特例が適用される場合の基本額の計算方法 

 

 

 

 

退職手当の基本額の計算 

（特定減額前給料月額（Ａ）×減額日前日までの勤続期間に応じた支給率（ア）） 

 ＋退職日給料月額（Ｂ）×（退職日までの勤続期間に応じた支給率（イ） 

－減額日前日までの勤続期間に応じた支給率（ア）） 

　▲30％

　　 ↑特定日　（20XX.4.1）
　　 　※60歳に達した日後の最初の4月1日

給料月額

　　↓退職（20XX.3 .31）特
定
減
額
前
給
料
月
額

（
Ａ
）

退
職
日
給
料
月
額

（
Ｂ
）

（ア）

（イ）
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② 定年引上げに伴う退職手当のピーク時特例の適用 

通常、60 歳の時点が給料のピークとなることから、退職手当条例に規定するピーク時特例に

より定年引上げによって退職手当が下がることはないが、希望降任等を理由として 60 歳までに

給料が減額となり、その後 60 歳までに昇給等によっても減額前の給料を超えなかった場合、60

歳前の減額前時点がピークとなり、その際、60 歳以降の 7 割措置を受けた後に 61 歳で退職した

場合に、60 歳時点で退職した場合よりも退職手当の額が少なくなることが想定される。 

このことから、7 割措置に係る退職手当のピーク時特例の適用にあたっては、7 割措置前の給

料月額よりも前にピークがある場合には、それぞれの退職手当額を合算した額を支給すること

とする。 
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(10)  定年前早期退職者に対する特例（条例第５条の３） 

 

次の要件のすべてを満たしている場合には、退職時の給料月額に定年条例に定められ

た年齢と退職時の年齢との差 1 年につき２％の加算を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

● 特例該当者  

  ・勤続期間が 25 年以上 

  ・勧奨、整理、公務上死亡、公務上傷病による退職者 

  ・定年年齢（60 歳固定）から 10 年を減じた年齢以上の者 

  ⇒現行 60 歳定年の場合は‥‥50 歳以上 

  ⇒現行 63 歳定年の場合は‥‥53 歳以上 

  ・定年年齢（60 歳固定）に達する日までに退職する者 

 

 

● 加算率 

    加算率早見表（60 歳定年の場合） 

年 齢 50 歳 51 歳 52 歳 53 歳 54 歳 55 歳 56 歳 57 歳 58 歳 59 歳 60 歳 

率 20％ 18％ 16％ 14％ 12％ 10％ 8％ 6％ 4% 2% 0% 

 

            特例給料額＝（給料月額）×｛ １＋（0.02×定年までの残年数） ｝ 

 

  

【注意】定年延長が導入された場合でも、当分の間、令和 5 年 3 月 31 日まで制定されて

いる定年制度下で対象とされる割増率を維持する。（60（※）～64 歳の者が応募認定退職

する場合は、給料月額は割増されない。） 

(※)現行の特例定年の職員（63 歳）については、当該特例定年の年齢。なお、現行 65

歳定年（医師等）の職員については、これまでどおり 64 歳まで割増。 
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（11）職員が死亡退職した場合の退職手当（条例第 2条の 2） 

 

職員が死亡した場合の退職手当の受給については、民法の規定にかかわらず、条例の規定に

より次の順位によって支給する。 

 

① 配偶者（届出をしないが、職員の死亡当時事実上婚姻関係と同様の事情にあった者を含む。） 

② 子、父母、孫、祖父母及び兄弟姉妹で職員の死亡当時主としてその収入によって生計を維持

していたもの 

③ 前号に掲げる者の外、職員の死亡当時主としてその収入によって生計を維持していた親族 

④ 子、父母、孫、祖父母及び兄弟姉妹で②に該当しないもの 

 ※退職手当を受ける場合の順位 

 

※ 民法規定においては、遺産は、残された遺族に応分の相続がされるよう定められているが、退

職手当条例では、遺族（受給者）の範囲と順位が定められている。 

（先順位の遺族があるときは、後順位の遺族には支給されない。） 

 

※ 同順位の遺族が 2 人以上あるときは、その人数によって等分して支給されるが、事務の便宜上

代表者に支給する。 

 

※ 職員の死亡当時、条例に規定する遺族が１人もいないときは、退職手当は支給されない（請

求者がいないので、提出書類は退職報告のみ）。 

 

⑤

③

① ⑥ 

②

④

祖父母

父 母

職 員

子

孫

配偶者 兄弟姉妹
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３．「特別職」の退職手当について 

  特別職等退職手当の算定は、給料月額に次に揚げる割合を乗じて得た額とする（条例第 3 条の 2） 

   （支給率） 

職   名 支 給 率 

・市町村長 その在職 1 年につき 100 分の 500 

・副市町村長 

・常勤の副管理者 

（議会の同意を得て選任した者） 

 

その在職 1 年につき 100 分の 300 

 

・教育長 

・公営企業の管理者 

その在職 1 年につき 100 分の 250 

 

構成団体の特別職が公務による傷病又は死亡により退職したときは、上記の表の額に 

100 分の 50 を加える。 

 

  ※特別職等の退職手当は再選、再任されても任期毎に支給されます。 

  

 

退職手当 =  基本額 （退職日の給料月額×支給率） 
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４．失業者の退職手当について（条例第 10条） 

（１）概要 

公務員は、法律によって身分が保証されており民間労働者のような景気変動による失業が予

想されにくいこともあり、臨時的任用職員等を除き雇用保険法の適用から除外されている。しか

しながら、雇用保険法は、その目的、趣旨から、本来社会保険制度として広く適用されるべき建

前のものであり、地方公務員といえども退職後失業している場合は、同法の失業給付程度のもの

はこれを保証する必要がある。 

このような趣旨から、退職手当条例において「失業者の退職手当」を設け、地方公務員が退職

した場合において、退職時に支給された退職手当の額が、雇用保険法の基本手当総額に満たず、

かつ、退職後一定期間失業しているときは、その差額を失業者の退職手当として支給しようとす

るもの。 

 

 

（２）対象となる職員 

対象となる職員は、特別職及び一般職並びに非常的非常勤職員で下記の要件を満たすもの。 

（退職事由については、事由の如何を問わず、懲戒免職であっても対象。） 

 

① 勤続期間 12 月以上あること 

 

② 退職手当の額が雇用保険法の失業給付相当額に満たないこと 

    

 

 

 

※雇用保険法の基本手当総額と退職手当の額のいずれが多いかについては、退職事由、 

退職時の年齢及び勤続年数などを基に職員個々に計算をしたうえで判断されるが、概ね 

「勤続年数が 3 年未満で、自己都合退職」の場合はこれに該当する可能性がある。 

 

③ 退職した翌日から起算して 1 年（疾病、妊娠、育児等やむを得ない理由がある場合は、最大 4

年）の期間内において失業していること 

 

④ 「待機日数」を超えて失業していること 

※退職手当法でいう「待機日数」とは、雇用法権法第 21 条に定められている「待機」の日

数とは異なるものであり、失業者の退職手当制度独自のもので、一般の退職手当等の額を基

本手当の日額で除して得た数に等しい日数のことをいう。 

 

  

 雇用保険法における失業等給付相当額（A） 

退職手当（B） 失業者の退職手当（A－B） 

この差額分を「失業者の退職手当」として支給 
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（３）請求の手続きの流れ 

 

 ① 高知県市町村職員退職票の作成 

構成団体は、受給要件を有する退職者に対し、高知県市町村職員退職票（様式第 23 号、

以下「退職票」という。）を交付する。 

 

 ② 求職申込手続き 

退職者は、居所を管轄する職業安定所（ハローワーク）に退職票を提出のうえ、求職申

込手続きが完了した証明を受ける。 

 

 ③ 退職票を組合へ送付 

退職者は、証明を受けた後、退職票を組合へ送付する。 

 

 ④ 失業者の退職手当受給資格証交付 

組合は、証明を受けた退職票を受理し、失業者の退職手当受給資格証（様式第 25 号、以

下「受給証」という。）を交付し、退職者あてに必要書類を送付する。 

 

  ⑤ 求職活動の実施 

退職者は、失業の認定を受けようとする期間中、原則として 2 回以上の求職活動を行う。 

  

   ⑥ 失業の認定 

退職手当法第 10 条第 1 項の規定による待機期間が終了し（※1）、給付期間に入った

ら、指定の認定日（最初の認定日は受給証に記載）に、受給証を持参したうえで、必ず

本人が職業安定所に出頭し、失業の認定を受ける。 

 ※1 退職手当が支給されていない場合は、待機日数が発生しない。また、退職理由に

よっては、雇用保険法第 33 条の給付制限期間（1 ヶ月～2 ヶ月）が発生する場合が

ある。 

 

⑦ 失業手当請求書類の作成・送付 

退職者は、「失業者の退職手当支給申請書（様式第 29 号）」を作成し、上記⑥で証明を受

けた受給証を添付のうえ、組合に送付する。 

 

⑧ 失業者の退職手当の決定・支給 

組合は、受理した書類内容を基に失業者の退職手当支給を決定し、支給日に指定の口座

へ手当を振り込む。また、次回認定用の書類を送付する。 

 

⑨ 2 回目以降の請求 

⑤ ～ ⑧を繰り返す。 
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５．給付制限等について（条例第 12条） 

（１）退職手当の支給制限について 

次に該当する場合は、退職手当等の全部または一部が支給されない。 

①  懲戒免職等処分を受けて退職をした者 

② 地方公務員法第 28 条第 4 項（欠格条項）の規定により、失職（同法第 16 条第１号に該

当する場合を除く。）又はこれに準ずる退職をした者 

③  刑事事件（退職後に起訴された場合は、在職中の行為に係る刑事事件に限る。）

に関し退職後に禁錮以上の刑に処せられたとき。  

④  退職者が在職中に、懲戒免職等処分を受けるべき行為をしたと当該退職者の所属団体長

が認めたとき 

 

（２）退職手当の支払差止め 

    次に該当する場合は、退職手当支払差止処分の対象となります。 

①  刑事事件に関し起訴され、判決確定前に退職したとき。（起訴に係る犯罪につい  て

は、禁錮以上の刑が定められているものに限る。） 

② 退職後、退職手当支払前に在職中の行為に係る刑事事件に関し起訴されたとき。 

③ 退職後、退職手当支払前に在職中の行為に係る刑事事件に関し逮捕されたとき。 

④ 退職後、退職手当支払前に、在職中に懲戒免職等処分を受けるべき行為（懲戒免  職処

分に値することが明らかなもの）をしたことを疑うに足りる相当な理由があると当該退
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職者の所属団体長が思料する場合（死亡退職した場合も同じ） 

 

(３)支払差止の取消 

次に該当する場合には、差止を取消し退職手当が支給されます。ただし、支払差止処分の目的

に明らかに反する場合はこの限りではありません。 

① 支払差止処分の理由となった起訴又は行為に係る刑事事件について、無罪の判決が確定

したとき。 

② 支払差止処分の理由となった起訴又は行為に係る刑事事件について、禁錮以上、無罪を

除く判決が確定したとき又は支給制限処分を受けることなく判決確定日、不起訴処分と

なった日から６ヵ月経過したとき。 

③ 在職中の行為に係る刑事事件に関し起訴されることなく、また、支給制限処分を受ける

ことなく差止処分日から１年を経過したとき。 

 

（４）退職手当の返納 

  退職手当支払後、次に該当する場合は、退職手当返納の対象となります。 

① 在職中の行為に係る刑事事件に関し禁錮以上の刑に処せられたとき。 

② 在職中の行為に関し再任用職員に対する免職処分を受けたとき。 

③ 退職者が在職中に、懲戒免職等処分を受けるべき行為をしたと当該者の所属団体長が認

めたとき。 

④ ①～③のいずれかに該当する退職者が死亡している場合は、遺族に返納を命じる。 
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６．退職手当に係る負担金について 

（１）一般負担金の負担率（負担金条例第 2条第 2項） ※令和 4年 4月～ 

   ① 特別職              ‥給料月額の 1000 分の 300 

②  一般職（会計年度任用職員を除く） ‥給料月額の 1000 分の 100 

③ 会計年度任用職員                ‥給料月額の 1000 分の 90 

 

（２）一般負担金の算定 

就職・退職含め、給料額に異動がある場合は、毎月 10 日までにご報告ください。 

10 日以降の異動については、翌月調整します。 

 

≪一般職職員≫ 

    ・当該月の給料の額に対する負担金率を納付 

  ・休職、停職、育児休業等により、給料の支給がない場合や減額支給されている場合でも、

これらのことがなかったとした給料月額を納付 

 ・月の中途で就・退職する場合の負担金 

↳1 日でも在職していればその月の負担金は納付対象となる。 

       例）8 月 1 日付け退職者は、８月分の負担金の納付対象。 

    ・復職等により、月の途中で給料額に異動（増額・減額含む）がある場合 

      ↳10 日までに異動の報告があれば、当該月に変更後の金額で算定。 

       10 日を過ぎて変更があった場合は、翌月の算定時に調整する。 

   

  ≪会計年度任用職員≫ 

    ・毎月 1 日現在の給料の額に対する負担金率を納付 

・支給要件の勤続期間が 6 ヶ月を超えるまでは納付不要。 

勤続期間 6 ヶ月を超えた場合に納付開始。 

     例）4 月 1 日新規採用者は、10 月から納付。 

併せて 10 月に、4 月～9 月の 6 ヶ月分の遡及納付が必要。 

・月の中途で就職する場合、勤続期間算定の対象月であれば、勤続期間 6 ヶ月を超えた時

点で遡及納付の対象月となる。 

・月の中途で退職する場合で、退職日の属する月が「職員みなし日数」未満勤続（勤続期間

算定の対象とならない月）の場合、負担金は納付しない。 

既に負担していた場合は、翌月の算定時に調整（当該職員分を減額して請求）する。 

 

 こんなときどうする？ 

●特別職 A さんが 5月 15日に退職。 

一般職 B さんが一般職を 5月 15日に退職して 5月 25日に特別職に就任。負担金は？ 

   ⇒ 特別職の負担金 ： A さん分、B さん分の両名分が算定対象 

        一般職の負担金 ： B さん分算定対象 
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（３）特別負担金（負担金条例第 2条第 3項） 

 

   ① 特別昇給している場合（※１） 

その者に支給される退職手当の基本額からその者に特別昇給がなかったものとした場

合に支給される退職手当の基本額を減じた額 

（※１ 退職の日以前１年以内において給料表所定の昇給期間を経ずして昇給） 

 

② 勧奨・整理退職している場合 

   その者に支給される退職手当の基本額からその者が自己都合により退職したものとし

た場合に支給される退職手当の基本額を減じた額 

 

③ ①かつ②に該当する場合 

   その者に支給される退職手当の基本額から、その者が特別昇給等がなく、かつ、自己都 

合により退職したものとした場合に支給される退職手当の基本額を減じた額 

 

④ 調整額の支給を受けた場合 

   職員が退職手当条例第 6 条の 4 の規定による退職手当の調整額の支給を受けた場合、

当該退職手当の調整額に相当する額 

 

７．その他 

（１）退職手当・特別負担金の試算 

退職手当試算依頼書（HP に様式掲載）に必要事項を記入のうえ、履歴書（様式第 11 号）、人事

台帳の写しを添付して当組合へ送付してください。 

 

（２）退職所得の源泉徴収票の再発行 

再発行依頼書（HP に様式掲載）に必要事項を記入のうえ、郵送・FAX（088-824-1158）・メー

ル(jimukumiai@c-kochi.jp)・持参のいずれかの方法にて当組合へ提出してください。 

 

（３）退職手当支給等に関する証明書の発行 

証明の必要な職員の①職員番号、②氏名、③生年月日、④所属期間（就職・退職年月日）を記載

のうえ、当組合あてに発行依頼（様式はといません）を送付してください（他団体から発行依頼を

受けた場合は、当該団体からの依頼文書の写しも添付してください）。 

※④の調整額支給に伴う特別負担金について 

→当該負担金につきましては、年度当初に予算化されておらず、納入期限までに負担金が納

入されない事例が発生しております。定年退職・勧奨退職等の一定の退職者が見込まれる場

合は、事前に試算をご依頼いただきますと、特別負担金についても回答させていただきます

ので、予算措置の際には、ぜひご利用ください。 

mailto:jimukumiai@c-kochi.jp
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 職員の異動等に関する報告について  

 

 

１．職員が就職、転入したとき 

（１）特別職(再任含む)、一般職の職員 

① 就職報告書（様式第１号）    

 

（２）会計年度任用職員 

① 会計年度任用職員就職報告書（様式第１号の２） 

 

（３）前歴のある職員の場合（一般職の職員） 

（通算規定のある他の公務員等（地方公務員、地方公社の職員、国家公務員退職手当法第

２条に規定する者、特定法人役職員並びに特定地方独立行政法人）から引き続いて（１日

の空白期間もなく）職員となった場合 

① 就職報告書（様式第 1号） 

    ② 勤続期間通算申請書（様式第 10号） 

    ③ 履歴書（様式第 11号） ※通算する全ての前歴期間の人事台帳の写しの添付が必要 

   ④ 退職手当支給有無の証明書（任意様式） ※前職場に依頼し取得してください。 

   

２．退職、失職、解職、免職、死亡又は転出したとき 

    ※退職手当請求がある場合、提出する書類は別途 29ページを参照 

（１）特別職、一般職の職員 

    ① 退職報告書兼退職手当請求書（様式第 2号） 

 

※特別職等の退職手当は再選、再任されても任期毎に支給されるので、任期満了したときには請求を行

ってください。また、再選、再任の際は満了した期間の退職手当を請求すると同時に、新たに任期開始

される就職報告書も提出してください。 

※一般職の職員が、引き続いて（退職の日から 1 日も空けることなく）通算規程のある団体の職員とな

った場合、退職報告書の提出してください（退職手当の請求は不要）。 

 

（２）会計年度任用職員 

    ① 会計年度任用職員退職報告書兼退職手当請求書（様式第 2号の２） 

例１：4/1に入庁、以後毎月「職員みなし日数」以上勤務実績あり、10/1以降も勤務 

          →10/1を過ぎたら、「就職報告書（様式第１号の２）」を提出してください。 

           就職日は「20XX年 4月１日」となります。 

 

辞令、人事台帳等の写しは不要です。 
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例２：4/1に入庁、5月の勤務日数「職員みなし日数」以下、6月以降毎月「職員みな

し日数」以上勤務実績あり、12/1以降も勤務 

          →12/1を過ぎたら、「就職報告書（様式第 1号の 2）」を提出してください。 

           就職日は「20XX年 6月１日」となります。 

 

３．給料月額に異動があったとき 

（１）昇給等に伴い、給料額に異動があった場合 

     ① 給料額異動報告書（様式第 4号） 

 

（２）定期昇給及び給与改定があった場合  ※全職員について報告してください。 

    ① 職員給料額異動報告書（様式第 5号） 

 

４．職員の氏名に変更があったとき 

    ① 氏名変更報告書(様式第 6号） 

 

５．休職、停職又は育児休業若しくは、復職したとき 

（１）休職、停職、育児休業、育児短時間勤務により休職する場合 

    ① 休職・停職報告書（様式第 7号） 

 

（２）復職した場合 

    ① 復職報告書（様式第 8号） 

 

６．条例第 12 条の規定に該当する者があったとき 

① 支給制限報告書（様式第 9号） 
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 退職手当請求について  

 

 

 職員が退職し、退職手当を請求する場合には、退職事由ごとに必要となる下記の書類を提出して

ください。（次ページに提出書類一覧表を掲載しています。） 

 

１．共通 

（１）退職報告書兼退職手当請求書（様式第 2号） 

（２）職員在職中の履歴書（様式第 11号） 

 （３）（２）に添付する人事台帳の写し ※「原本と相違なし」の証明必要 

（４）退職所得の受給に関する申告書（所得税法施行細則に定める様式による。） 

 

２．死亡による退職の場合 

（１）「１．共通」の書類（※１．(４)退職所得申告書を除く） 

（２）死亡した職員及び請求者の戸籍謄本 

（３）総代者選任届（様式第 14号） 

    ※死亡による退職手当を受ける権利を有する同順位者が 2人以上のとき 

（４）「退職者」及び「受給者（遺族）」のマイナンバーカードの写し 

 

３．勧奨退職の場合 

 （１）「１．共通」の書類 

 （２）退職勧奨の記録の写し 

 （３）職員が提出した辞職の申出書の写し 

 

４．公務上傷病による退職の場合 

 （１）「１．共通」の書類 

 （２）医師の診断書 

 （３）地方公務員災害補償法及びその他の法律の規定に基づく公務災害の認定通知書の写し 

  

マイナンバーは 

記載しないでください。 
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退職手当の請求手続きに必要な提出書類一覧表 

注）総代者選任届は、退職手当の支給を受けるべき同順位の者が 2 名以上の場合のみ提出してください。 

 

 

 

提出書類

退職事由 自

己

都

合

定

年

勧

奨

整

理

公

務

外

死

亡

公

務

上

死

亡

公

務

外

傷

病

公

務

上

傷

病

通
勤
に
よ
る

傷

病

給

与

改

定

等

　
差

額

請

求

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

履歴書（様式第11号） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

人事台帳の写し ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

退職手当の受給に関する申告書 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

総代者選任届（様式第14号）
注
○

注
○

戸籍謄本 ○ ○

マイナンバーカードの写し ○ ○

退職勧奨の記録の写し ○

辞職の申出書の写し ○

医師の診断書 ○ ○ ○

公務災害の認定書の写し ○ ○

○ ○ ○

○

傷害等級に該当することを証明するもの
（年金証書の写し等）

議決書の写し（職制、定数の改廃等）

退職報告書 兼 退職手当請求書
（様式第２号）


